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「道路の整備方針等検討業務委託」に関する技術提案説明書 

 

１．業務の名称および概要 

１）業務名称 

道路の整備方針等検討業務委託 

２）業務目的 

大阪市における都市インフラは、安全・安心で快適な市民生活、活力あふれる都市活動を支える都市空

間の実現のため、重要な役割を担っている。これらの都市インフラは、大阪の都市機能の集積、都市経済

活動に応じて、創意工夫を凝らした先駆的な取り組みの積み重ねにより、わが国でもトップクラスの整備

水準となっている。 

道路事業においても、道路の新設や改良をはじめ、道路空間の美化、歴史と文化の薫る道路整備、電線

類の地中化、道路環境整備など、道路に求められる機能も多様化している。加えて近年、道路の脱炭素化

の推進など、環境への負荷軽減に対する社会的要請への適応も求められている。 

一方で、経済の縮小などにより税収の減少が顕在化した平成 15 ごろから道路事業の一部を休止してお

り、現在の社会情勢にあわせて、道路事業の再整理を行い、関連する各整備計画の整合を図り、今後の持

続可能な道路事業の展開に向けて、道路の整備方針や整備水準、あり方などについて検討実施するもので

ある。 

 

３）業務内容 

本技術提案説明書には主な業務内容のみを記載しているため、詳細は特記仕様書を参照すること。 

① 道路空間の整備方針・整備水準について 

現在、道路の整備方針について、過去からの整備内容や考え方などを整理したものとなっており、

現在の社会情勢や経済状況をふまえた事業のあり方や気候変動への対応などを検討する。 

また、整備水準については、昭和 61年から整備計画を策定して以降、長期間にわたり見直しがな

さてれおらず、社会情勢に応じた整備水準（グレードアップ、ダウン含む）を検討する。 

② 道路事業の事業計画、道路整備計画等の見直し検討について 

道路美装化計画について、昭和時代から進めてきた幹線道路等の美装化事業計画となっているが、

現代の社会情勢にあうよう、事業計画の見直し立案を行う。 

歴史と文化の薫る道路整備について、施設の老朽化が著しい状況となっており、デジタル技術等の

活用検討を行う。 

また、近年事業を進めている検討にあたり、都市防災、都市魅力、歩行者空間の安全快適性の観点

から、現在事業を進めている無電柱化整備計画等との整合を図りながら検討を行う。 

③ 道路環境整備のあり方検討について 

地球温暖化に伴う気候変動の影響により、自然災害が頻発・激甚化するなか、道路分野における脱 
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炭素化の推進等をはじめとする道路環境整備の方向性が示されるとともに、道路網の整備に関す基

本理念が、改正道路法（R7.4.9）により創設された。 

道路が持続的な成長、安全・安心で豊かな国民生活、地方創生に重要な役割を果たしていることを

ふまえ、効率的・効果的な整備に加えて、道路法の目的に明記されていない防災機能の確保、脱炭素

化の推進等を定めた基本理念を創設し、広範な関係者が道路法により実現すべき理念についての認

識を共有できるようにすることとしている。 

道路法の改正、とりわけ基本理念の創設、道路分野における脱炭素化の推進の主旨や国の動向をふ

まえ、脱炭素化の施策検討を行うとともに、環境に配慮した道路環境整備のあり方検討を行う。 

④ 踏切対策の検討について 

本市には 161か所の踏切道が存在するが、国土交通省から示されている踏切対策の推進にあたり、

緊急対策踏切（カルテ踏切）44カ所、令和 6年 1月新規踏切指定 10カ所（カルテ踏切重複 7カ所含

む）を優先的に対策検討の実施を行うことになるが、残りの踏切についても併せて、優先度や対策手

法についての検討を行う。 

⑤ 交通量調査等の実施 

各種検討等に必要となる交通量調査を実施する。 

４）技術の提案 

   本業務においては、次の点について高度な技術的検討が必要となるため、技術提案を受けた上で

業務を進めるものとする。詳細は様式－９のとおりとする。 

   １．現代社会の抱える人口減少、グローバル化、情報化などの課題、そして社会に求められる多様性な

ど新たな価値の実現に向けて、道路を取り巻く環境の変化を踏まえ、道路施策を転換していく必要があ

る。 

そこで、道路の整備方針等のとりまとめにあたり、道路環境整備計画が策定された昭和 60 年代以降

の社会環境の変化などを踏まえ、道路事業（整備計画等）の検討や見直し検討を行うべき視点や内容な

ど課題を列挙し、エリア特性などに応じた効率的な道路整備水準（グレードアップダウン、機能付加等）

を検討するための方法や理由などを示し、道路整備方針、水準の策定に必要となる内容や体制、その検

討プロセスについて述べること。 

   ２．近年の地球温暖化に伴う気候変動の影響により自然災害が頻発、激甚化するなか、道路分野で

の脱炭素化推進の主旨や国の動向を踏まえ、環境に配慮した道路空間整備のあり方検討を行う必要

がある。 

 そこで、サスティナブルな施策を展開するために、脱炭素化をはじめ、環境に配慮した道路空間

整備に必要な視点や留意点などを列挙し、効果的な道路構成（断面構成）や必要な道路空間構成要

素など具体例を示し、今後の道路環境整備計画策定に向けた実施プロセスについて述べるここと。 

５）業務履行期間 

履行期間は、以下のとおり予定している。 

   契約日 ～ 令和９年３月 31日 
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６）成果品 

    成果品は次のとおりとする。 

① 報告書（Ａ４版キングファイル）２部（概要版含む） 

② 電子データ２部 

７）その他 

本業務の特記仕様書は別添資料のとおりである。 

 

２．公募資料の交付 

本市建設局のホームページ上からダウンロードする。（大阪市ＨＰ→組織一覧→建設局→入札契約情報

→業務委託入札→建設局公募型プロポーザル方式発注案件（道路の整備方針等検討業務委託）） 

 

３．技術提案書の提出者に必要とされる要件 

（単体企業に関する条件） 

１）参加表明時において、技術提案書の提出者に必要とされる要件は以下のとおりである。 

①建設コンサルタント登録規定（昭和 52年４月 15日建設省告示第 717号）に基づく「都市計画及

び地方計画部門」かつ「道路部門」の登録を受け、令和５・６・７年度本市入札参加資格者名簿

に種目「500建設コンサルタント」に登録していること。建設コンサルタント登録を証明する書類

の写しを添付すること。 

②大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく参加停止措置を受けていない者。 

③大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていない者。 

④大阪市契約関係暴力団排除措置要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しない者。 

⑤地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当していない者。 

⑥業務実施上の条件として、平成 27年度以降に、次に示す「規定業務１、２」の両方について、元

請けとして業務実績(※)を有していること。なお、１つの契約業務に「規定業務１、２」が含ま

れている場合も、２つ分の業務として扱い、条件を満たすものとする。 

※過去の業務実績が、共同企業体による実績の場合は、共同企業体の代表者または代表者に所属す

る技術者としての実績に限る。 

【規定業務】 

１．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど） 

２．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など） 

（共同企業体の構成員に関する条件） 

① 共同企業体により参加する場合は、代表者が、建設コンサルタント登録規定（昭和 52年４月 15

日建設省告示第 717 号）に基づく「都市計画及び地方計画部門」かつ「道路部門」の登録を受
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け、令和５・６・７年度本市入札参加資格者名簿に種目「500建設コンサルタント」に登録して

いること。建設コンサルタント登録を証明する書類の写しを添付すること。 

② 大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく参加停止措置を受けていない者。 

③ 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていない者。 

④ 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しない者。 

⑤ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当していない者。 

⑥ 業務委託特別共同企業体結成届（様式－６の１）および業務委託特別共同企業体協定書（様式－

６の２）の写しを提出すること。ただし、共同企業体を構成している構成員は他に構成する共同

企業体または単体で参加することはできない。 

⑦ 業務実施上の条件として、平成 27年度以降に、次に示す「規定業務１、２」の両方について元

請けとして従事した実績(※)を有していること。なお、１つの契約業務に「規定業務１、２」が

含まれている場合も、２つ分の業務として扱い、条件を満たすものとする。 

※過去の業務実績が、共同企業体による実績の場合は、共同企業体の代表者または代表者に所属す

る技術者としての実績に限る。 

【規定業務】 

１．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど） 

２．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など） 

⑧ 共同企業体の構成員（代表者含む）に関する条件は以下の通りとする。 

・共同企業体の代表者は出資比率が構成員中最大であること。 

・各構成員は２以上の共同企業体の構成員となることはできない。 

・単体企業での参加申込と共同企業体（代表者含む）を重複することはできない。 

２）配置予定技術者に対する要件は、以下のとおりとする。 

 ① 配置予定技術者の資格 

各配置予定技術者は、所属する組織との直接的な雇用関係を有している者であり、それぞれ以  

下の資格を有する者とする。なお、外国資格を有する技術者（わが国及びＷＴＯ政府調達協定締    

約国その他建設市場が開放的であると認められる国等の業者に所属する技術者に限る。）につい 

ては、あらかじめ技術士相当または RCCM相当との国土交通大臣認定（総合政策局建設振興課）を 

受けている必要がある。 

＜管理技術者＞ 

下記ア～エの資格のうちいずれか一つに該当する者とする。 

ア 技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目：「都市及び地方計画」ま

たは「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。 

イ 技術士法による第二次試験のうち技術部門を総合技術監理部門（選択科目：「都市及び地方
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計画」または「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている

者。 

ウ 国土交通大臣（旧建設大臣）に上記ア・イと同程度の知識及び技術を有する者と認定されて

いる者。 

エ RCCM（「都市計画及び地方計画部門」または「道路部門」）の資格を有し、登録を受けている

者。 

＜照査技術者＞ 

下記ア～エの資格のうちいずれか一つに該当する者とする。 

ア 技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目：「都市及び地方計画」ま

たは「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。 

イ 技術士法による第二次試験のうち技術部門を総合技術監理部門（選択科目：「都市及び地方

計画」または「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けてい

る者。 

ウ 国土交通大臣（旧建設大臣）に上記ア・イと同程度の知識及び技術を有する者と認定されて  

いる者。 

エ RCCM（「都市計画及び地方計画」または「道路部門」）の資格を有し、登録を受けている者。 

② 配置予定技術者の業務実績 

＜管理技術者＞ 

業務実施上の条件として、平成 27年度以降に、次に示す「規定業務１、２」のいずれかまたは

両方について、元請けの技術者として従事した実績(※)を有していること。 

なお、１つの契約業務に「規定業務１、２」が含まれている場合も、２つ分の業務として扱い、

条件を満たすものとする。 

※過去の業務実績が、共同企業体による実績の場合は、共同企業体の代表者または代表者に所属す

る技術者としての実績に限る。 

【規定業務】 

１．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど） 

２．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など） 

＜照査技術者＞ 

業務実施上の条件として、平成 27年度以降に、次に示す「規定業務１、２」のいずれかまたは

両方について、元請けの技術者として従事した実績(※)を有していること。 

なお、１つの契約業務に「規定業務１、２」が含まれている場合も、２つ分の業務として扱い、

条件を満たすものとする。 

※過去の業務実績が、共同企業体による実績の場合は、共同企業体の代表者または代表者に所属す
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る技術者としての実績に限る。 

【規定業務】 

１．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど） 

２．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など） 

＜担当技術者１＞ 

業務実施上の条件として、平成 27年度以降に、次に示す「規定業務１」について、元請けの技

術者として従事した実績(※)を有していること。 

※過去の業務実績が、共同企業体による実績の場合は、共同企業体の代表者または代表者に所属す

る技術者としての実績に限る。 

【規定業務】 

１. 道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画  

等に関する中長期的計画の取りまとめなど） 

＜担当技術者２＞ 

業務実施上の条件として、平成 27年度以降に、次に示す「規定業務２」について、元請けの技

術者として従事した実績(※)を有していること。 

※過去の業務実績が、共同企業体による実績の場合は、共同企業体の代表者または代表者に所属す

る技術者としての実績に限る。 

【規定業務】 

２．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など） 

③ 配置予定技術者の参加表明時点での手持ち業務量 

＜管理技術者、担当技術者１、担当技術者２＞ 

全ての手持ち業務（管理技術者あるいは担当技術者となっている他の業務のうち 500万円以上の

業務）の契約金額の合計が５億円未満かつ件数が 10件未満である者。 

 

４．参加表明 

 １）提出書類 

   参加希望の者は、掲示の日から令和７年９月１日(月)17 時 30 分までに、大阪市建設局企画部工

務課（工事監理担当）まで①～⑤を１部持参により提出すること。なお、共同企業体での参加を希

望する場合は⑥⑦も１部提出すること。 

①参加表明書（様式－１）  

②企業の業務実績書（様式－２）  

③業務実施体制書（様式－３） 
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④配置予定技術者経歴書（様式－４） 

⑤配置予定技術者実績書（様式－５） 

⑥業務委託特別共同企業体結成届（様式－６の１） 

⑦業務委託特別共同企業体協定書（様式－６の２） 

２）参加表明書等の作成方法 

   参加表明書及びその他必要書類は様式－１～６（A４判）に示されるとおりとする。なお文字サイ

ズは 10ポイント以上とする。 

３）参加表明書等の内容の留意事項 

記載事項 内容に関する留意事項 

企業の過去 10 年間

の規定業務に関する

実績 

・参加表明書の提出者が過去に受託した３．１)に規定する業務の実績に

ついて 1件以上記載する。 

・記載する業務は平成 27年度以降に完了した元請による業務とする。 

・企業が業務を実施したことを証明できる契約書、TECRIS、特記仕様書な

どの写しを添付すること。また、必要に応じて業務の内容が分かる成果

品の一部または全部も添付すること。 

・記載様式は様式－２とし、図面、写真等を引用する場合も含め、１枚以

内に記載する。 

業務実施体制 ・各配置技術者の兼任は認めないものとする。 

・共同企業体により業務を実施する場合は、以下の事項に留意の上、業務

分担について記載すること。備考欄に共同企業体の構成員である旨を

記載するとともに、企業名等を記述すること。また、代表者はその旨を

記載すること。 

① 共同企業体は、各構成員が優れた技術を有する分野を分担するもの

とし、必要以上に細分化しないこと。 

② 各構成員は、実施する分担業務に応じて１名以上の担当技術者を配

置すること。 

③ 代表者が管理技術者を配置すること。 

④ １つの分担業務を複数の構成員が共同して実施することは認めら

れない。 

・他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合または

学識経験者等の協力を得て業務を実施する場合は、備考欄にその旨を

記載するとともに再委託先または協力先、その理由（企業の技術的特徴

等）を記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならな

い。 

・記載様式は様式－３とする。 
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※業務の主たる部分とは、次に掲げるものとする。 

（１）委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定 

及び技術的判断等 

（２）解析業務における手法の決定及び技術的判断 

（３）各種検討、協議・調整資料作成、報告書作成 

 

予定技術者の経歴等 ・配置予定の各技術者について、経歴等を記載する。 

・規定業務の実績を 1件以上記載する。なお、平成 27年度以降に完了し

た元請による業務を対象とする。 

・参加表明書の提出者以外が受託した業務実績を記載する場合は、当該業

務を受託した企業名等を記載すること。 

・記載様式は様式－４とする。 

・各配置予定技術者の所属する組織との直接的な雇用関係を有する者で 

あることを証するものの写しを添付すること。 

予定技術者の過去10

年間の規定業務実績 

・配置予定の技術者が過去に従事した規定業務の実績について１件毎記

載する。 

・記載する業務は、平成 27年度以降に完了した元請による業務とする。 

・参加表明書の提出者以外が受託した業務実績を記載する場合は、当該業

務を受託した企業名等を記載すること。 

・企業が業務を実施したことを証明できる契約書、TECRIS、特記仕様書な

どの写しを添付すること。また、必要に応じて業務の内容がわかる成果

品の一部または全部も添付すること。 

・記載する様式は様式－５とし、図面、写真等を引用する場合も含めＡ４

判１枚以内に記載する。 

４）参加表明書及びその他必要書類の提出方法、提出先及び提出期限 

① 提出方法 

参加表明書等は、提出書類確認のため、持参することとする。 

② 提出先 

    〒559－0034 

    大阪市住之江区南港北２－１－10 ATCビル ITM棟６階 

大阪市建設局企画部工務課（工事監理担当） 

③ 提出期限 

令和７年９月１日（月）17時 30分   

５）参加表明書及びその他必要書類に関する質問の受付および回答 

   ① 質問は、書面（書式自由、Ａ４判とする）により行うこととし、持参、電子メールにより受

付を行う。 
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    Ⅰ．質問の受付先 

     〒 559－0034 

     大阪市住之江区南港北２－１－10 ATCビル ITM棟６階 

大阪市建設局企画部工務課（工事監理担当） 

     TEL 06－6615－6664    

eメールアドレス：la0083@city.osaka.lg.jp 

件名は「プロポーザル方式についての質問」とする。受領後、着信確認のメールを送信する。 

Ⅱ．質問の受付期間 

令和７年８月 25日（月）17時 30分（必着） 

② 質問に対する回答は、令和７年８月 28 日（木）より、本市建設局のホームページに掲載す

る。なお、質問内容によっては上述の期限より前に、本市建設局のホームページに掲載する場

合がある。 

６）技術提案書の提出者の選定 

   技術提案書の提出者の選定は、参加表明書とともに提出される書類をもとに以下の基準で資格審

査して行うものとする。 

① 技術提案書の提出者の資格審査基準 

     資格審査基準については、別紙Ａのとおりとする。 

② 技術提案書提出者の選定結果の通知 

     技術提案書の提出者の選定結果は、令和７年９月上旬頃に書面にて参加者に通知する。 

 ７）非選定理由に関する事項 

    参加表明書を提出した者のうち、技術提案書の提出者として選定されなかった者は、通知した

日の翌日から起算して５日（休日を含めない）以内に、書面（様式自由、Ａ４判とする）にて非

選定理由について説明を求めることが出来る。ただし説明請求は持参とし、書面もしくは電子メ

ールにて回答を行うものとする。 

① 提出先 ４．４）に同じ 

② 受付時間 ９時～17時 30分（ただし、12時 15分～13時は除く） 

 

５．技術提案書の特定 

１）技術提案書の作成 

   本市より技術提案書の提出を要請された者は、以下に示す事項に留意して書類を作成の上、提出

すること。 

  また、提案にあたっては、テーマに対する検討項目及び取組方法について提案するものであり、成

果の一部または全ての提出を求めるものではない。 

  なお、提案内容については、本業務で実現可能なものに限ることとする。 

 ２）技術提案書の作成方法 

mailto:la0083@city.osaka.lg.jp
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   技術提案書は様式－７～10（Ａ４判）とし、文字サイズは 10 ポイント以上とする。なお、提案書

（様式－７を除く）に社名、社印、ロゴマークなどを入れないものとする。また、本文中にも社名等

が特定できる記述を含めないこと。 

 ３）技術提案書の内容に関する留意事項 

記載事項 内容に関する留意事項 

実施方針・実施フ

ロー・工程表 

・業務の実施方針、業務フロー、工程計画について簡潔に記載する。 

・記載様式は様式－８とする。（Ａ４判片面１枚） 

特定テーマに対す

る技術提案 

・特定テーマに対する検討項目、取組方法を具体的に記載する。既存資料の他

に、新たに調査等が必要である場合には、業務に必要な調査等として明記す

る。 

・記載にあたり、概念図、出展の明示できる図表、既往成果、現地写真を用い

ることは支障ない。 

・記載様式は様式－９とし、テーマ毎にＡ４判片面４枚以内に記載する。 

・技術提案書作成にあたり、他の者の協力または学識経験者等の助言を受けるこ

とはできるが、技術提案書にその旨を記載する。 

その他 ・提出要請書に対する意見、特記仕様書等に示される業務内容に対する代替案等

があれば記載する。 

・記載様式は様式－10とし、Ａ４判片面１枚以内に記載する。 

見積書 ・必要な経費を算出し、本業務に係る見積書を提出する。 

・見積書が、業務規模の上限額を上回っている場合には特定しない。 

・記載様式は特に定めないが、Ａ４判１枚に内訳が分かるものを記載する。 

４）業務規模 

業務規模の上限を 7,500万円（消費税及び地方消費税込み）とする。 

５）作成に用いる言語等 

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によるものとす

る。 

６）技術提案書の無効 

提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は無効とすることが

ある。 

 ７）既存資料の閲覧 

    技術提案書の作成にあたり、以下の過年度の関連資料を閲覧することができる。 

（過年度業務委託内容） 

• 令和２年度 道路整備方針策定等業務委託（令和２年度）成果品 

• 令和３年度 道路整備に係る調査業務委託（令和３年度）成果品 
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① 閲覧場所 

 〒559－0034 

   大阪市住之江区南港北２－１－10 ATCビル ITM棟６階 

大阪市建設局道路河川部道路課  TEL 06－6615－6793 

② 閲覧期間 

技術提案書提出者の選定結果の通知後から技術提案書の提出期限の前日までの土曜日、日曜日及

び祝日を除く毎日９時～17時 30分（ただし、12時 15分～13時は除く） 

８）技術提案書の提出方法、提出場所及び提出期限 

① 提出方法 ：２部を持参 

  ② 提出先  ：４．４）に同じ 

③ 提出期限 ：令和７年９月 30日（火）17時 30分 必着 

９）技術提案書を特定するための評価基準 

   技術提案書の評価項目、評価基準は別紙Ｂのとおりとする。また、参加表明時に提出した書式と様

式－７～10を併せて審査を行う。 

10）ヒアリング 

   技術提案書提出後、必要に応じてヒアリングを行うことがある。 

① ヒアリングを実施する場合は、場所、時間、留意事項等を別途通知する。 

② ヒアリング時の追加資料は受理しない。 

11）技術提案書に関する質問の受付および回答 

   ① 質問は、書面（書式自由、Ａ４判とする）により行うこととし、持参、電子メールにより受付

を行う。 

    Ⅰ．質問の受付先 

     〒 559－0034 

     大阪市住之江区南港北２－１－10 ATCビル ITM棟６階 

大阪市建設局企画部工務課（工事監理担当） 

     TEL 06－6615－6664    

eメールアドレス：la0083@city.osaka.lg.jp 

件名は「プロポーザル方式についての質問」とする。受領後、着信確認のメールを送信する。 

Ⅱ．質問の受付期間 

令和７年９月 10日（水）17時 30分（必着） 

② 質問に対する回答は、令和７年９月 16 日（火）より、本市建設局のホームページに掲載する。 

なお、質問内容によっては上述の期限より前に、本市建設局のホームページに掲載する場合が  

ある。 

12）技術提案書の特定について 

① 提出された技術提案書の中から、９）により最も優れた技術提案書を特定することとしている

mailto:la0083@city.osaka.lg.jp
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が、技術提案書のうち提案内容に関する評価点（実施方法、実施フロー、工程表、その他、及び

特定テーマに関する評価点合計）の得点率が 50％未満の場合で、当該業務の内容に適合した履行

がなされない恐れがあると本市が判断した場合は、技術提案書の特定は行わない。 

② 技術提案書の特定及び非特定の結果は、書面にて令和７年 10月下旬頃に参加者に通知する。 

③ 技術提案書を特定された者との契約は、通知後、速やかに行うこととする。 

13）非特定理由に関する事項 

① 提出した技術提案書が特定されなかった者に対して、特定されなかった旨とその理由（非特定理由）

を通知する。 

② 上記 ①の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に、

書面（様式は自由）により非特定理由について説明を求めることができる。ただし、説明請求は、

書面のみで受け付けるものとする。 

③ 上記 ②の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内（休日を含まな

い。）に、書面もしくは、電子メールにて回答するものとする。 

④ 非特定理由の説明書請求の提出先及び受付時間は以下のとおりである。 

   Ⅰ．提出先：４．４）の提出場所と同じ 

   Ⅱ．受付日時：９時～17時 30分（ただし、12時 15分～13時は除く） 

 

６．その他の留意事項 

１）参加表明書及びその他必要書類、技術提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者

の負担とする。 

２）参加表明書及びその他必要書類、技術提案書に虚偽の記載をした場合は、提出された参加表明書ま

たは技術提案書を無効にするとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことが

ある。 

３）参加者のうち、地方自治法施行令第１６７条の４第１項または第２項に規定する者に該当すること

となった場合、または大阪市の契約に係る参加停止を受けた場合は、提出された技術提案書を無効

とする。 

４）参加表明書及び技術提案書について提出期限を過ぎて提出された場合は、いかなる理由があろうと

も本プロポーザルに参加する資格を失うものとする。ただし、提出された資料の内容確認のために、

補足資料の提出を求める場合がある。 

５）提出された参加表明書及びその他必要書類、技術提案書は返却しない。また、提出された参加表明

書及びその他必要書類、技術提案書は技術提案書の特定以外に無断で使用しないものとする。 

技術提案は、その提案内容が一般的に使用されているものである場合は、無償で使用できるものと

する。ただし、工業所有権のほか排他的権利を有する提案については、この限りではない。 

６）提出された参加表明書及びその他必要書類、技術提案書については、公開請求の対象としない。 

７）技術提案書提出後において、原則として技術提案書（参加表明時の提出書類での記載を含む）に記
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載された内容の変更を認めない。 

また、技術提案書に記載した配置予定技術者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、

退職等のやむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解

を得なければならない。 

  ８）提出資料について、不鮮明である場合は、鮮明な電子データ(PDF等)の提供を求める場合がある。 

９）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語および日本国通貨に限る。 

10）技術提案説明書配布後、本プロポーザルに関する事項について、受託者選定手続きについて意見聴

取を行う学識経験者を有する委員と、直接、間接を問わず連絡及び接触をしてはいけない。 

11）技術提案書特定の通知後、契約締結までに技術提案書を提出した者が、大阪市契約関係暴力団排除

措置要綱に基づく入札等除外措置を受けたとき及び同要綱別表に掲げるいずれかの措置を受けたと

きは、契約の締結を行わないものとする。 

12) 契約締結後、当該契約の履行期間中に契約者が大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等

除外措置を受けたとき及び同要綱別表に掲げるいずれかの措置を受けたときは、契約の解除を行う

ことがある。 

13） 参加表明書提出後および契約締結後の履行期間中に配置技術者の手持ち業務量が契約金額で５億

円、件数で 10 件未満となるようにすることとし、超えた場合には、遅滞なくその旨を報告しなけれ

ばならない。その上で、業務の履行を継続することが著しく不適当と認められる場合には、当該配

置技術者を以下のａ）～ｃ）までのすべての要件を満たす技術者に交替させる等の措置請求を行う

場合があるほか、業務の履行を継続させる場合であっても、本業務の業務成績評定に厳格に反映さ

せるものとする。  

ａ）当該配置技術者等と同等の同種または類似業務実績を有する者  

ｂ）当該配置技術者等と同等の技術者資格を有する者  

ｃ）手持ち業務量が当該業務の技術提案説明書において設定している予定配置技術者の手持ち業務

量の制限を超えない者 

14） 参加表明書提出後に、やむを得ない理由により技術提案書の提出を辞退する場合には、様式－11

により提出すること。 

 

  



14 

 

 

【別紙Ａ】

　参加表明書の提出者の資格審査基準は、以下のとおりとする。

評価
項目

審査基準

資

格

要

件

技

術

部

門

登

録

建設コンサルタント登

録

　建設コンサルタント登録規定（昭和52年4月15日建設省告示第717号）に基づく「都市計画及び

地方計画部門」かつ「道路部門」の登録を受け、令和5・6・7年度本市入札参加資格者名簿に種目

「500建設コンサルタント」に登録していること。（共同企業体により参加する場合は、代表者が上

記の資格要件を満たすものとする）

専

門

技

術

力

成

果

の

確

実

性

過去10年間の業務実

績の内容

　平成27年度以降に、次に示す「規定業務１、２」の両方について、元請けとして業務実績(※)を有

していること。(共同企業体により参加する場合は、代表者または構成員により「規定業務１、２」を

有していること)

　なお、１つの契約業務に「規定業務１、２」が含まれている場合も、２つ分の業務として扱い、条件

を満たすものとする。

【規定業務】

1．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど）

2．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など）

資

格

要

件

技術者資格、その専門

分野の内容

　次のア～エのいずれかに該当していること。

ア．技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目：「都市及び地方計画」また

は「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。

イ．技術士法による第二次試験のうち技術部門を総合技術監理部門（選択科目：「都市及び地方計

画」または「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。

ウ．国土交通大臣（旧建設大臣）に上記ア・イと同程度の知識及び技術を有する者と認定されてい

る者。

エ．RCCM（「都市計画及び地方計画部門」または「道路部門」）の資格を有し、登録を受けている

者。

専

門

技

術

力

過去10年間の規定業

務の実績内容

　平成27年度以降に、次に示す「規定業務１、２」のいずれか又は両方について、元請けの技術者と

して従事した実績(※)を有していること。

　なお、１つの契約業務に「規定業務１、２」が含まれている場合も、２つ分の業務として扱い、条件

を満たすものとする。

【規定業務】

1．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど）

2．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など）

専

任

性

手持ち業務の金額及

び件数

　

　全ての手持ち業務（管理技術者あるいは担当技術者となっている他の業務のうち500万円以上

の業務）の契約金額の合計が5億円未満かつ件数が10件未満である場合に選定する。

資格審査基準

〔道路の整備方針等検討業務委託〕

評価の着眼点

配

置

予

定

技

術

者

の

経

験

及

び

能

力

参

加

表

明

者

の

経

験

と

能

力

管

理

技

術

者
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資

格

要

件

技術者資格、その専門

分野の内容

　次のア～エのいずれかに該当していること。

ア．技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目：「都市計画及び地方計画」

または「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。

イ．技術士法による第二次試験のうち技術部門を総合技術監理部門（選択科目：「都市計画及び地

方計画部門」または「道路」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている

者。

ウ．国土交通大臣（旧建設大臣）に上記ア・イと同程度の知識及び技術を有する者と認定されてい

る者。

エ．RCCM（「都市計画及び地方計画部門」または「道路部門」）の資格を有し、登録を受けている

者。

専

門

技

術

力

過去10年間の規定業

務の実績内容

　平成27年度以降に、次に示す「規定業務１、２」のいずれかまたは両方について、元請けの技術者

として従事した実績(※)を有していること。

　なお、１つの契約業務に「規定業務１、２」が含まれている場合も、２つ分の業務として扱い、条件

を満たすものとする。

【規定業務】

1．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど）

2．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など）

専

門

技

術

力

過去10年間の規定業

務の実績内容

　平成27年度以降に、次に示す「規定業務１」について、元請けの技術者として従事した実績(※)

を有していること。(共同企業体により参加する場合は、代表者または構成員に所属する技術者と

する)

【規定業務】

1．道路の整備計画等策定に関する検討業務（一般道路や都市計画道路などの基本計画、整備計画

等に関する中長期的計画の取りまとめなど）

専

任

性

手持ち業務の金額及

び件数

　全ての手持ち業務（管理技術者あるいは担当技術者となっている他の業務のうち500万円以上

の業務）の契約金額の合計が5億円未満かつ件数が10件未満である場合に選定する。

専

門

技

術

力

過去10年間の規定業

務の実績内容

　平成27年度以降に、次に示す「規定業務2」について、元請けの技術者として従事した実績(※)

を有していること。(共同企業体により参加する場合は、代表者または構成員に所属する技術者と

する)

【規定業務】

2．道路環境や景観に配慮した道路整備検討業務（道路環境計画・対策、環境配慮舗装検討、道路

環境整備に関する検討業務など）

専

任

性

手持ち業務の金額及

び件数

　全ての手持ち業務（管理技術者あるいは担当技術者となっている他の業務のうち500万円以上

の業務）の契約金額の合計が5億円未満かつ件数が10件未満である場合に選定する。

　担当技術者の人数は、少なくとも2人以上配置することを想定しているものであり、3人以上の

技術者の配置を妨げるものではない。（評価の対象とはしない。）

下記項目に該当する場合には選定しない。

・再委託の内容が主たる部分の場合。

（業務の主たる部分とは、　本業務における調査業務や印刷などの簡易な業務を除く業務とす

る。）

・業務分担構成が、不明確または不自然な場合。

・共同企業体による場合に、業務の分担構成が細分化されすぎている場合、ひとつの分担業務を

複数の構成員が実施することとしている場合。

※過去の業務実績が、共同企業体による実績の場合は、共同企業体の代表者または代表者に所属する技術者としての実績に限る。

その他留意事項

担

当

技

術

者

1

担

当

技

術

者

2

業

務

実

施

体

制

業務実施体制の

妥当性

照

査

技

術

者

配

置

予

定

技

術

者

の

経

験

及

び

能

力
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（１）評価要領および評価表 【別紙Ｂ】
本業務における特定テーマおよび技術提案書を特定するための評価表は以下のとおりとする。

評価は①～⑰の各項目毎に、次のように点数を計算して

100点満点（小数点第2位まで表示）で総合評価し、最高得点者を特定することを原則とする。

＜計算方法＞

A　の場合は、配点×５／５点　　　B　の場合は、配点×３／５点　　　C　の場合は０点

A’の場合は、配点×４／５点　　　B’の場合は、配点×２／５点

特

定

テ
ー

マ

1

特

定

テ
ー

マ

2

項目別
複数時

配分

項目別

配分

項目別

配分

複数時

配分
項目別

過去10年間の規定業務の実績 5 A 5×5/5 5.0 ①

専任性（他業務との兼任状況） 5 B 5×3/5 3.0 ②

照査

技術者
過去10年間の規定業務の実績 5 5 A 5×5/5 5.0 5.0 ③

担当

技術者１
専任性（他業務との兼任状況） 5 5  A 5×4/5 4.0 4.0 ④

担当

技術者2
専任性（他業務との兼任状況） 5 5 A 5×5/5 5.0 5.0 ⑤

業務の

理解度
目的、条件、内容の理解 5 5 A 5×5/5 5.0 5.0 ⑥

実施手順の妥当性 10 B 10×3/5 6.0 ⑦

業務量把握、人員配置の妥当性 5 A 5×5/5 5.0 ⑧

その他 重要事項の指摘 5 5 B 5×3/5 3.0 3.0 ⑨

課題の理解度 5 A 5×5/5 5.0 ⑩

キーワードの網羅 5 B' 5×2/5 2.0 ⑪

実現性 説得力、提案内容の裏付けがあるか 10 A 10×5/5 10.0 ⑫

独創性 高度で独創的な提案があるか 5 B 5×3/5 3.0 ⑬

課題の理解度 5 A 10×5/5 10.0 ⑭

キーワードの網羅 5 Ｂ 5×3/5 3.0 ⑮

実現性 説得力、提案内容の裏付けがあるか 5 A 5×5/5 5.0 ⑯

独創性 高度で独創的な提案があるか 10 B 10×3/5 6.0 ⑰

的確性

85.0

配点 評価点

管理

技術者

業務

実施手順

(フロー･

工程表)

評価の着眼点

22.0

19.0

8.0

25

10

15

合計（100点満点） 100.0

特

定

テ
ー

マ

に

対

す

る

技

術

提

案

　現代社会の抱える人口減少、グローバル化、情報化などの課題、そして社会に求められる多様性など新た
な価値の実現に向けて、道路を取り巻く環境の変化を踏まえ、道路施策を転換していく必要がある。
　そこで、道路環境整備計画が策定された昭和60年代以降の社会環境の変化などを踏まえ、道路事業（整
備計画等）の見直し検討を行うべき視点や内容など課題を列挙し、エリア特性などに応じた効率的な道路整
備水準（グレードアップダウン、機能付加等）を検討するための方法や理由などを示し、道路整備方針、水準
の策定に必要となる内容や体制、その検討プロセスについて述べてください。

　近年の地球温暖化に伴う気候変動の影響により自然災害が頻発、激甚化するなか、道路分野での脱炭素
化推進や国の動向を踏まえ、環境に配慮した道路空間整備のあり方検討を行う必要がある。
　そこで、サスティナブルな施策を展開するために、脱炭素化をはじめ、環境に配慮した道路整備に必要な
視点や留意点などを列挙し、効果的な道路空間構成（断面構成）や必要な道路空間構成要素など具体例を
示し、今後の道路環境整備計画策定に向けた実施プロセスについて述べてください。

評価シート 評価例

備考評価項目

内容

25

内容

配

置

予

定

技

術

者

の

経

験

及

び

能

力

評価

44.0

20.0

24.0

特

定

テ
ー

マ

2

的確性

25

50

評価の

換算

計算

25

実

施

方

針

・

実

施

フ

ロ
ー

・

工

程

表

・

そ

の

他
11.0

特

定

テ
ー

マ

1
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（2）技術者評価基準

評価項目のうち、配置予定技術者に関わる項目については、以下のとおり評価する。

評価の着眼点 A A' B B' C 備考

専

門

技

術

力

過去10年間の

規定業務の実績

管理技術者が両方

の規定業務の実績

を有している

ー

管理技術者がいず

れかの規定業務の

みの実績を有して

いる

ー ー ①

専

任

性

他業務との兼任

状況

手持ち業務の契約

金額の合計が2.5

億円未満かつ件数

が５件未満

手持ち業務の契約

金額の合計が4億

円未満かつ件数が

8件未満

手持ち業務の契約

金額の合計が5億

円未満かつ件数が

10件未満

－ － ②

照

査

技

術

者

専

門

技

術

力

過去10年間の

規定業務の実績

照査技術者が両方

の規定業務の実績

を有している

ー

照査技術者がいず

れかの規定業務の

みの実績を有して

いる

ー ー ③

担

当

技

術

者

１

専

任

性

他業務との兼任

状況

手持ち業務の契約

金額の合計が2.5

億円未満かつ件数

が５件未満

手持ち業務の契約

金額の合計が4億

円未満かつ件数が

8件未満

手持ち業務の契約

金額の合計が5億

円未満かつ件数が

10件未満

－ － ④

担

当

技

術

者

２

専

任

性

他業務との兼任

状況

手持ち業務の契約

金額の合計が2.5

億円未満かつ件数

が５件未満

手持ち業務の契約

金額の合計が4億

円未満かつ件数が

8件未満

手持ち業務の契約

金額の合計が5億

円未満かつ件数が

10件未満

－ － ⑤

評価項目

配

置

予

定

技

術

者

の

経

験

及

び

能

力

管

理

技

術

者
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（３）提案内容評価基準

評価項目のうち、提案内容に関わる項目については、以下のとおり評価する。

評価の着眼点 A A' B B' C 備考

業務の
理解度

目的、条件、内容の理解
目的、条件、内容の
理解が特に優れてい
る。

－
目的、条件、内容の
理解が十分である。

－
目的、条件、内容の
理解が十分とは言え
ない。

⑥

実施手順の妥当性
業務の実施手順が妥
当であり、特に実効
性のある。

業務の実施手順が妥
当であり、実効性が
ある。

業務の実施手順が概
ね妥当である。

－
業務の実施手順が十
分とは言えない。

⑦

業務量の把握、
人員配置の妥当性

業務量の把握が優れ
ており、業務項目ご
とに必要な体制と
なっている。

－
業務量の把握ができ
ており、人員が概ね
充足している。

－
業務量の把握、人員
が、十分とは言えな
い。

⑧

その他 重要事項の指摘

要請時点で示し落とし

た重要事項の指摘が

あり、対応策が提案さ

れている

－

要請時点で示し落とし

た重要事項の指摘が

ある

－

要請時点で示し落した

重要事項の指摘がな

い

⑨

課題の把握が十分か

想定される課題とと
もに課題に対する具
体的な根拠が示され
ており、理解が特に
優れている。

ー
想定される課題が概
ね示されており、理
解が十分である。

ー

内容が的確性を欠く
など、課題把握とし
て十分とは言えな
い。

⑩

キーワードの網羅
必要なキーワードが
全て網羅されてい
る。（100％）

必要なキーワードが
80％以上100%未
満、記載されてい
る。

必要なキーワードが
60％以上80%未
満、記載されてい
る。

必要なキーワードが
40％以上60%未
満、記載されてい
る。

必要なキーワードが
40％未満であり十
分とは言えない。

⑪

実現性 説得力があるか

本業務の検討プロセ
スとスケジュールが
論理的かつ具体的に
示されており、実現
性のある内容であ
り、課題解決の提案
がある。

本業務の検討プロセ
スとスケジュールが
論理的かつ具体的に
示されており、実現
性のある内容であ
る。

概ね本業務の検討プ
ロセスとスケジュー
ルが論理的かつ具体
的に示されている。

ー

内容が論理的かつ具
体的に示されておら
ず、提案としては十
分とは言えない。

⑫

独創性 独創的な工夫があるか
課題解決に寄与する
工夫された提案が3
つ以上ある。

課題解決に寄与する
工夫された提案が2
つ以上ある。

課題解決に寄与する
工夫された提案があ
る。

ー
汎用的な検討であ
り、工夫が見られな
い。

⑬

課題の把握が十分か

想定される留意点と
ともに留意点に対す
る具体的な根拠が示
されており、理解が
特に優れている。

ー
想定される留意点が
概ね示されており、
理解が十分である。

ー

内容が的確性を欠く
など、留意点の把握
として十分とは言え
ない。

⑭

キーワードの網羅
必要なキーワードが
全て網羅されてい
る。（100％）

必要なキーワードが
80％以上100%未
満、記載されてい
る。

必要なキーワードが
60％以上80%未
満、記載されてい
る。

必要なキーワードが
40％以上60%未
満、記載されてい
る。

必要なキーワードが
40％未満であり十
分とは言えない。

⑮

実現性 説得力があるか

計画策定に向けた実
施プロセスとスケ
ジュールが論理的か
つ具体的に示されて
おり、実現性のある
内容であり、留意点
に対する対応方法の
提案がある。

計画策定に向けた実
施プロセスとスケ
ジュールが論理的か
つ具体的に示されて
おり、実現性のある
内容である。

概ね計画策定に向け
た実施プロセスとス
ケジュールが論理的
かつ具体的に示され
ている。

ー

内容が論理的かつ具
体的に示されておら
ず、提案としては十
分とは言えない。

⑯

独創性 独創的な工夫があるか

留意点についての対
応方法として工夫さ
れた提案が3つ以上
ある。

留意点についての対
応方法として工夫さ
れた提案が2つ以上
ある。

留意点についての対
応方法として工夫さ
れた提案がある。

ー
汎用的な検討であ
り、工夫が見られな
い。

⑰

実
施
方
針
・
実
施
フ
ロ
ー

・

工
程
表
・
そ
の
他

特
定
テ
ー

マ
２
に
対
す
る
技
術
提
案

評価の着眼点

業務実施
手順

（フロー・工程表）

特
定
テ
ー

マ
１
に
対
す
る
技
術
提
案

的確性

的確性
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参加表明に必要な提出書類一覧 

 書 類 名  必須 確認 

1 参加表明書（様式－１） ○  

２ 企業の過去 10年間の規定業務に関する実績書（様式－２） ○  

３ 業務実施体制書（様式－３） ○  

４ 予定技術者経歴書（様式－４） ○  

５ 予定技術者の過去 10年間の規定業務実績書（様式－５） ○  

６-１ 設計業務特別共同企業体結成届（様式－６の１）   

６-２ 設計業務特別共同企業体協定書（様式－６の２）   

７ 
企業の部門登録、業務実績および配置予定技術者の資格、業

務実績を証明できる書類 
○  

 

技術提案書提出に必要な書類一覧 

 書 類 名  必須 確認 

１ 技術提案書（鏡）（様式－７） 〇  

２ 業務実施計画書（様式－８） ○  

３ 特定テーマに対する技術提案書（様式－９） ○  

４ その他（様式－10）   

５ 見積書 ○  

 

 

 


